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【コーポレート・ガバナンス体制】 

 
 

【当社社外取締役の独立性ガイドライン】 

 

実業界の経営者経験者、法律家、学識経験者等の中から、当社経営の監督者としてふさわしい者で、かつ以
下のいずれにも該当しない者を社外取締役候補者に指名する。なお、以下1、2、4、5については、過去3事
業年度のうちいずれかの事業年度において該当した場合を含む。 

 

1.当社との取引額が、当社又は相手先会社の連結売上高の2％を超える会社に業務執行取締役若しくは執
行役又は支配人その他使用人(以下、業務執行者)として在籍している場合 

2.当社の借入額が、連結総資産の2％を超える会社に業務執行者として在籍している場合 

3.当社の会計監査人の関係者として在籍している場合 

4.専門家・コンサルタントとして、当社から1,000万円を超える報酬を受けている場合 

5.当社からの寄付が、1,000万円を超えかつ団体の総収入の2％を超える組織に業務執行役員(理事等)と
して在籍している場合 

6.当社の大株主(10％以上の議決権保有)又はその業務執行者として在籍している場合 

7.その他重大な利益相反を生じさせる事項がある者又は会社等の関係者である場合 



【取締役のスキルマトリックス】 

当社取締役会が果たしていくべき監督機能を継続的に向上させることを目的に、取締役が保有する多様なスキルをマトリ
ックス化し、以下のとおり開示いたします。＊下表は2024年6月25日時点 

氏名 
（敬称略） 職掌 

スキルマトリックス 
企業経営・ 
経営戦略・ 
グローバル 

サステナビリ
ティ 

財務・ 
会計 

法務・ 
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ 
ガバナンス 

人事・ 
人財開発 

ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ ･ 
DX･R&D 

事業開発・
投資 

小坂 達朗 取締役、指名委員長、報酬委員長 ○ ○   ○ ○ ○ 
柳 弘之 取締役会議長、指名委員、報酬委員 ○ ○   ○ ○ ○ 
江川 雅子 取締役、指名委員、報酬委員 ○ ○ ○ ○   ○ 
松山 遙 取締役、監査委員長  ○  ○    
皆川 邦仁 取締役、監査委員 ○  ○     
ピーター D.ピ
ーダーセン 

取締役、監査委員 ○ ○   ○  ○ 

漆間 啓 
取締役、指名委員、代表執行役、執行
役社長、CEO 

○ ○   ○ ○ ○ 

増田 邦昭 
取締役、報酬委員、常務執行役、
CFO(財務戦略、経理、ファイナンス担
当)、IR・SR 担当 

○  ○  ○  ○ 

武田 聡 

取締役、常務執行役、CSO(経営企画、
関係会社、3 つの改革推進担当)、
CDO(DX 担当、ビジネスイノベーション本
部長) 

○ ○    ○ ○ 

藪 重洋 取締役、監査委員 ○ ○    ○ ○ 
＊取締役 10名のうち、独立社外取締役が 6名、女性取締役が 2名となります。 
 

【ご参考】取締役に求めるスキル項目について 
スキル項目 スキル項目を選定した理由 

企業経営・経営
戦略・グローバル 

当社グループを取り巻く事業環境が激しく変化する中で、企業価値の持続的な向上を図るためには、グローバルに事業
展開する企業における豊富なマネジメント経験や経営実績、及び持続的な成長戦略策定に関する経験・知見・スキル
を持つ取締役メンバーが必要であるため。 

サステナビリティ 当社グループはサステナビリティの実現を経営の根幹に位置づけており、「事業を通じた社会課題の解決」を推進していく
ためには、サステナビリティに関する経験・知見・スキルを持つ取締役メンバーが必要であるため。 

財務・会計 
強固な財務基盤の構築と適切な株主還元の実現、及び財務会計上の規律とガバナンスを維持する上で、財務・会計
に関する経験・知見・スキルを持つ取締役メンバーが必要であるため。 

法務・コンプライ
アンス・ガバナン
ス 

企業活動の根幹である法令遵守、倫理コンプライアンスの徹底とコーポレートガバナンスの強化を図るとともに、グローバ
ルに事業展開していくためには、これらに関する経験・知見・スキルを持つ取締役メンバーが必要であるため。 

人事・人財開発 人財戦略を経営戦略の重要な方針のひとつとして位置づけ、人的資本経営を推進していく上で、これに関する経験・
知見・スキルを持つ取締役メンバーが必要であるため。 

エンジニアリング・
DX・R&D 

当社グループの強みであるコアコンポーネント、フィールドナレッジ、先進的デジタル技術を強化し「統合ソリューション」の進
化を図るとともに、将来の成長に向けてオープンイノベーションや研究開発戦略を推進していくためには、エンジニアリング・
DX・R&D に関する専門的な知識と経験を持つ取締役メンバーが必要であるため。 

事業開発・投資 当社グループが「循環型 デジタル・エンジニアリング企業」へ変革し、持続的な企業価値向上を果たしていくためには、事
業ポートフォリオ戦略の推進や新事業の開発、M&A を含めた成長戦略を実行することが必要であり、これらに関する経
験・知見・スキルを持つ取締役メンバーが必要であるため。 

 

 



【適時開示に係る社内体制の概要図】 
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